










台湾（2014 年 1 月～ 9 月：2,120,900 人），韓国





人）につぎ第 2 位である 4 ）。
　貿易面でも2013年，日本の対世界貿易に占め
る中国のシェアは20.0％であり，輸出は2008年
以来 5 年ぶりに 2 位に順位を落としたものの，
貿易総額と輸入額では引き続き日本の相手先
で第 1 位である 5 ）。中国にとっても日本は輸出

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































を 含 む ）は，2012 年 7
マ マ






































良い印象 どちらかといえば良い印象 良くない印象 どちらかといえば良くない印象
2012 2.3 13.3 17.6 66.7
2013 1.0  8.6 25.8 64.3
2014 0.6  6.2 33.5 59.5
※括弧内はパーセント（以下同じ）
【相手国に対する印象】中国⇒日本
良い印象 どちらかといえば良い印象 良くない印象 どちらかといえば良くない印象
2012 1.5 30.3 19.5 45.0
2013 0.3  4.9 35.3 57.5


























良い どちらかといえば良い どちらともいえない どちらかといえば悪い 悪い
2012 0.2 7.2 38.9 47.9  5.8
2013 0.2 2.2 17.6 55.2 24.5
2014 0.2 1.1 15.2 49.0 34.4
【現在の日中関係】（中国側）
良い どちらかといえば良い どちらともいえない どちらかといえば悪い 悪い
2012 2.2 40.7 15.4 36.6  4.4
2013 1.0 4.9（−35.8）  3.6 65.2（＋28.6） 25.1
























































第 1 位 第 2 位 第 3 位
2009 中国産品の安全性の問題（46.2） 領土問題（39.1） 中国の反日教育（36.1）
2010 領土問題（34.6） 日中両国民の間に信頼関係がないこと（32.8） 中国産品の安全性の問題（28.7）
2011 領土問題（63.2） 海洋資源などをめぐる紛争（35.2） 中国の反日教育（30.9）
2012 領土問題（69.6） 海洋資源などをめぐる紛争（34.1） 中国の反日教育（28.6）
2013 領土問題（72.1） 中国の反日教育（40.2） 日中両国民の間に信頼関係がないこと（30.9）
2014 領土問題（58.6） 中国の反日教育（42.9） 日中両国民の間に信頼関係がないこと（35.0）
【日中関係の発展を阻害する主な問題は何か】（中国側）
第 1 位 第 2 位 第 3 位
2009 領土問題（49.2） 日本の歴史認識や歴史教育（38.2） 海洋資源などをめぐる紛争（29.3）
2010 領土問題（36.5） 日中両国民の間に信頼関係がないこと（29.9） 海洋資源などをめぐる紛争（29.3）
2011 領土問題（58.4） 日中両国民の間に信頼関係がないこと（25.6） 海洋資源などをめぐる紛争（22.6）
2012 領土問題（51.4） 日中両国民の間に信頼関係がないこと（25.6） 海洋資源などをめぐる紛争（25.0）
2013 領土問題（77.5） 日本の歴史認識や歴史教育（36.6） 海洋資源などをめぐる紛争（34.9）





























































2010 13.3 34.8 34.1 17.8
2011 12.0 29.0 38.9 20.0
2012 14.3 26.4 42.7 16.4
2013 16.5 20.5 45.1 17.8









2010 17.8 51.0 28.4 2.8
2011 25.3 42.7 26.9 4.0
2012 25.1 46.4 24.2 3.5
2013 37.9 35.4 24.1 2.6


















年 に は 13.1 ％ と 7.2 ％ ダ ウ ン し，2014 年 に は
8.0％と5.1％減少している。
　中国側は，良くなるが2012年は37.3％であっ
















































2012 4.2 16.1 38.1 19.0 4.6 17.8
2013 2.3 10.8 39.1 20.3 8.0 19.4









2012 4.0 33.3 33.8 11.7  7.1 10.0
2013 1.5 13.6 32.9 21.8 23.5 −

























































2008 15 54 19 10 2
2009 13 49 26 10 3
2011 15 59 16 7 3
2012 11 54 20 11 4
【親しみを感じない】（世代別）
20 ～ 29才 30 ～ 39才 40 ～ 49才 50 ～ 64才 65 ～ 80才
2009 5 4 18 22 10
2011 2 4 13 15 19
2012 6 6 20 22 19
【親しみを感じる】（世代別）
20 ～ 29才 30 ～ 39才 40 ～ 49才 50 ～ 64才 65 ～ 80才
2009 72 77 49 51 58
2011 82（＋10） 83（＋6） 71（＋22） 67（＋16） 69（＋11）
















































大変よい よい どちらともいえない 悪い 大変悪い
2008 4 25 64 6 1
2009 3 25 63 8 1
2011 7 45（＋20） 45（−18） 2 0
2012 2 31（−14） 59 6 2
【日台間で最も心配に感じている案件は以下のどれですか】
第１位 第２位 第３位
2008 漁業問題34％ 日本と中国大陸の関係27％ 歴史に由来する問題21％
2009 漁業問題36％ 日本と中国大陸の関係30％ 歴史に由来する問題17％
2011 日本と中国大陸の関係34％ 漁業問題30％ 歴史に由来する問題19％
2012 日本と中国大陸の関係43％ 漁業問題28％ 歴史に由来する問題16％
【日本は信頼できる国と考えますか】
非常に信頼できる 信頼できる 分からない 信頼できない 非常に信頼できない
2008 6 39 44 10 1
2009 5 36 48 10 2
2011 6 48（＋12） 36（−12） 9 1




























































































































































1 ）日本政府観光局（JNTO）参照（2014 年 11 月 10

































8 ）言論 NPO「第10回日中共同世論調査」（2014 年
















































































































の 回 答 数 は，日 本：18 歳 以 上 の 男 女 1,000＋
有識者600，中国：18歳以上の男女1,627＋有識者
1,003である。なお第 1 回から第 8 回までの結果
については，言論NPOが発行している『東京−北













个原则问题上没有妥协余地」（2014年 3 月 8 日）
（http://lianghui.people.com.cn/2014npc/n/2014/
0308/c382333-24572841.html）（2014 年 3 月 17 日
閲覧）。
35） 第 一 回（2008 年 度 ）：2009 年 4 月 報 告（2008 年
11/17 ～ 12/12実施）サンプル数：1,040（男；520，
女；520）年齢 / 地域別/ 教育程度あり。第二回
（2009 年 度 ）：2010 年 3 月 報 告（2009 年 12/12 ～
2010年 1/11実施）サンプル数：1,018（男；510，女；
508）年齢/地域別/教育程度あり。第三回（2011
年度）：2012年 3 月報告（2012年 1/30 ～ 2/22実
施）サンプル数：1,009（男；502，女；507）年齢/
地域別/教育程度あり。第四回（2012年度）：2013
年 3 月報告（2013年 1/11 ～ 1/27実施）サンプル
数：1,002（男；501，女；501）年齢/地域別/教育
程 度 あ り（http://www.koryu.or.jp/taipei/ez3_
contents.nsf/v04/1CFEA4B2B59909D349257B9
70027B251）。
36）2008年度の調査では31％が台湾と答えたため，第
2 回からは「台湾を除き」の文言がついた。
37）前掲注22）引用張論文参照。
38）前掲注20）引用丸川書参照。
39）日本が自国のマスメディア情報について，自国の
報道を「客観的で公平だ」と考える層が 3 割に満
たない日本に対し（2014年調査），7 割が「客観的
で公平だ」とする中国との認識（2014年）は対蹠的
であることは指摘できる。
40）「インドネシアにおける対日歴史認識」（『国際問
題』549（焦点：対日歴史認識の諸相），2005年）。
その他インドネシアにおける対日歴史認識の問題
については，前掲注15）後藤書等を参照。
 （2014年11月21日掲載決定）
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